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Tax Analysis 
 

関税調整方案への着目 

企業の健全かつ持続可能な発展
への寄与 
 
「国務院関税税則委員会による 2021年関税調整方案に関する通知」（税委会
[2020]33号）の規定により、2021年 1月 1日から、中国は一部物品の税番・品目及
び輸入関税を調整し、2021年 7月 1日から 176品目の情報技術製品に対する第 6
段階の輸入関税引き下げを実施する。輸出関税は据え置きとなる。 
 
「2021年関税調整方案」は「国内・国際双循環への支援、グローバルな資源要素の更な
る誘導、実体経済の革新的発展・最適化・アップグレードの促進」を目的として掲げ、以下
の特徴を有している。 
 
国⺠の⽣活の質を改善するための輸入の奨励——883品目を対象とする輸入暫定税率
の実施 
 
• 患者の医療費負担を削減し、国⺠の⽣活の質を改善するため、第 2弾の抗がん剤
及び希少疾病用医薬品の原料、特殊病児に必要な食品、人工心臓弁膜、オストミ
ーバッグ、補聴器などの医療機器、ホエイプロテインパウダー、ラクトフェリンなどの乳幼
児用粉ミルクの原料などに対して、比較的低い輸入暫定税率、またはゼロ関税を実
施する。 

 

• 中国国内産業における資源・環境保全・ハイテク製品などに対する需要を満たすた
め、航空機エンジン用燃料ポンプなどの航空機材、燃料電池循環ポンプなどの新型
インフラ用設備、ディーゼルエンジンの排気浄化装置、一部の木材・紙・金属製品など
に対して、比較的低い輸入暫定税率を実施する。 

 
輸入暫定税率の適用対象は主に 4種類の製品に集中している。そのうち、適用対象製
品に対して、それぞれが占める割合は以下の通りである。 
ü 鉱物・木材・金属などの資源性製品：約 30% 
ü ハイエンド設備及びキーパーツ：約 25% 
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ü 化学工業希少原材料：約 25% 
ü 食品・医薬品・日用消費財：約 15% 

 

 
国⺠の⽣活・市場・産業の需要を満たすことを目的として、上述の 4種類の製品を対象と
する比較的低い輸入暫定税率の継続的な実施、または更なる関税の引き下げの実施が
予想される。 
 
環境保全のための代替製品の使用の推進——20品目以上の物品を対象とする輸入関
税の引き上げ 
 
改正後の「中華⼈⺠共和国固形廃棄物環境汚染防止法」は 2020年 9月 1日から施
行されている。また、生態環境部・商務部・国家発展改革委員会・税関総署は 2020年
11月に「固形廃棄物の輸入を全面的に禁止する関連事項に関する公告」を公表した。そ
れに伴い、2021年 1月 1日より固形廃棄物の輸入（形式は問わない）、中国国内に
おける固形廃棄物の投棄・放置・処分を禁止することが明確にされた。当該法改正によ
り、鋳鉄・ブリキ・ニッケル・亜鉛・他の金属廃棄くずなどの固形廃棄物に対する輸入暫定
税率が廃止され、最恵国税率の適用は再開された。 
 
また、国内産業の自主性の向上のため、国内の生産能力や需給の変化を総合的に考慮
した上で、輸入依存度が低下しているポリカーボネート・一部のタイヤ・サファイア基板・エア
ジェット織機などに対して、輸入暫定税率の廃止・引き上げが行われる。 
 
市場の連携・資源の共有——自由貿易試験区ネットワークの持続な拡大・アップグレード 
 
2021年 1月 1日から、中国とモーリシャスとの間で締結された自由貿易協定が発効し、
税率の引き下げが実施される。アジア太平洋貿易協定の新加盟国であるモンゴルからの
一部輸入物品に対する協定税率の適用も開始された。 
 
また、中国との間に締結された自由貿易協定または特恵貿易協定に基づき、中国がニュ
ージーランド・ペルー・コスタリカ・スイス・アイスランド・パキスタン・チリ・オーストラリア・韓国・ジョ
ージア及びアジア太平洋貿易協定加盟国から輸入する一部の製品に対して、協定税率の
更なる引き下げが実施される。 
 
状況の変化への対応・管理の最適化——税番・品目の調整に対する留意 
 
2021年の関税調整は、過去数年の間における最も大きな調整である。輸入物品の税率
調整のみならず、これまで稀であった課税対象品目の調整も行われた。2021年に新たに
58品目を増加、27品目を削除、44品目の名称の変更が実施される。これは、産業の
発展と科学技術の進歩への対応、貿易管理と統計に係る利便性の寄与、ブランド製品
の輸出の支援、「商品の名称及び分類についての統一システムに関する国際条約」の実
施の規範化を目的としている。当該調整後、2021年の税番は 8,580の 8桁コードを含
むことになる。 
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当該調整に関する品目の分割または新規増加の対象には、プラグインハイブリッド自動車・DNAシーケンサー・スクリュー圧縮機・ソリッドステ
ートドライブ・ステンレス圧延材・⿊茶などが含まれる。また、物品の名称と注釈の改正または品目位置の調整の対象には、レアクリーム・マナ
ガツオ・レンズフィルター・スケートボードなどが含まれる。 
 
コメント 
 
正確な実施による誤謬防止 
 
2021年関税調整方案には、関税率の引き上げ・引き下げ、税番と品目の追加・削除が含まれ、かつ一部の調整は年度の半ばから実施
される。輸入物品に適用される関税待遇は、協定税率適用の影響で、輸入相手国によって異なる可能性がある。従って、企業は 2021
年関税調整方案を参照した上で、輸入物品の税番・税率・原産国などを再確認することにより、旧規定の継続適用による誤謬、及びそ
れに起因する正常の通関とビジネスアレンジへの悪影響を回避する必要がある。コンプライアンス管理の不備による申告の誤謬は、修正申
告という余分な負担のみならず、通関効率の低下・税関信用等級の格下げ・税金の追徴・行政処罰・密輸取締などのリスクを企業にも
たらす可能性がある。 
 
税番・品目の調整を例に挙げた場合、企業は課税対象品目の増加・削除による関税分類と通関申告への影響を正確に把握する必要
がある。例えば、2020年において、1件あたり正味重量 3Kg以下のプーアル茶の税番は 0902.3220であるが、2021年関税調整方案
では当該税番は削除され、2021年の申告上、0902.3020の適用ができなくなることが挙げられる。2021年の申告上、1件あたり正味
重量 3Kg以下のプーアル茶は、生茶の場合は未発酵茶として 0902.1090が適用され、熟茶の場合は 0902.3031が適用される。企業
は対象物品の製法を把握した上で、正確に申告する必要がある。また、2021年関税調整方案において、プラグインハイブリッドカーはシリ
ンダー容量に基づき、複数の品目に分割された（調整前の税番は税番は 8703.6000）。そのため、2021年からプラグインハイブリッドカー
の申告上、シリンダー容量が申告に係る不可欠な要素となる。 
 
情勢への順応・積極的な要望の提示 
 
• 自由貿易協定（FTA）の十分な活用  
中国は現在、26の国・地域と19件のFTAを締結しているが、多くの国内企業は関連の優遇政策・実施手順・技術的要件に対する認
識が欠乏しているため、FTA全体の利用率は高くない。関連する企業は、既存の産業チェーン・サプライチェーン及びバリューチェーンの状
況を総合的に分析することで、全体的な視点による対象地域の資源の活用・合理的な地域間分業の実現により、国家の自由貿易
区戦略からもたらされる利便性・優遇事項の十分な享受を図ることができる。 

 
• 産業の合理的な構造転換の推進 
輸入関税の引き下げの一方で、需給状況の変化及び輸入制限などにより輸入関税が引き上げられた品目もある。これにより輸入コス
トが増加し、一部の企業のビジネスに一定の影響を与える可能性がある。関連企業は政府の施策方針に順応して、積極的に国内の
代替製品を活用し、関税引き上げによる衝撃を軽減するために、関連品目の輸入量を削減する必要がある。一方、国家法令により
制限または禁止されている品目（例：金属スクラップ・固形廃棄物など）について、関連企業は国家の法律法規の厳格な遵守、適
時な経営戦略と生産戦略の調整、技術革新・モデルチェンジ等を通じた輸入依存の局面の打破により、コンプライアンス違反を未然に
防ぐ必要がある。 

 
• 税務上の要望の積極的な提示 
関税政策は、国務院関税税則委員会が中国の経済発展の総体的な要求に応じて、国際貿易情勢と産業発展の現状を踏まえた
上で策定するものである。毎年の定期的な調整のほか、国内外経済貿易情勢の変化に応じた流動的な調整も行われる。輸出入企
業は、政策の動向に留意し、正確な実施を確保するのみならず、課税対象品目設定・輸入関税・増値税・消費税などの観点から直
面する課題や提案を有効なルート通じて積極的に提示することにより、合理的かつ効果的な政策支援を求めることができる。 

 
留意点として、世界税関機構（「WCO」）による輸出統計品目表（2021年版）は 2022年 1月 1日より施行されることが予定され、
中国はこれに合わせて、大きな税番・品目調整を行うことが予想されることが挙げられる。関係企業は早期に準備を進め、関連の業界協
会または第三者仲介機関などを通じて関税政策を制定する政府機関とコミュニケーションを行うことが推奨される。また、その上で、合理的
な政策要望の反映、企業自身の合法的な権益の保守、企業の健全かつ持続可能な発展に対する助力の実施が推奨される。 
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